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３．計画に基づき実施する事業 

 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

       設備の整備に関する事業 

 事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 
回復期病床整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

2,649,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 平成 37年に向け、回復期機能の大幅な不足が見込まれる状況とな

っているため、早急に回復期機能への転換促進を図る必要がある。

アウトカム指標：回復期機能の病床数（平成 27 年度 5,925 床⇒

平成 32 年度 19,480 床） 

事業の内容 平成 37 年に向けて不足が明らかな回復期機能を持つ病床への転

換等に必要な施設・設備整備に助成する。 

アウトプット指標 回復期病床の整備数（平成 32 年度 2,649 床） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

回復期機能の病床整備を進め、必要病床数を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,649,000

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

883,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

441,500

民 (千円)

883,000

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,324,500

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

1,324,500

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 
地域医療ネットワーク基盤整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

206,832 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 地域医療を担う医療機関の機能分化や連携といった課題に対応

するため、医療機関間において切れ目のない医療情報連携を行い

継続した質の高い地域医療連携の推進を図る必要がある。 

アウトカム指標：二次医療圏単位におけるネットワーク構築数 

5 医療圏（H27）⇒6 医療圏（H28） 

事業の内容 病院・診療所間等で切れ目のない医療情報を可能とするため、医

療機関相互の情報ネットワークの構築を図るとともに、津波など

による診療情報流出防止の観点から、防災上安全な地域にデータ

サーバーを設置し、診療情報等のデータを当該サーバーに標準的

な形式で保存することができるよう設備の整備に対し助成する。

アウトプット指標 地域医療ネットワークを整備した医療機関の増加数（新設８カ

所） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療ネットワークを整備し、医療提供体制を強化すること

で、病院の機能分化を進め、より適切な医療機関へ患者が移動す

るようになり、退院患者平均在院日数が減少する。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

206,832

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

68,944

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

34,472

民 (千円)

68,944

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

103,416

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

103,416

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 
医療介護連携体制支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

80,027 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 医療必要度が低いものの、在宅における受入体制が不十分で慢性

期病床に滞留せざるを得ない慢性期患者を、在宅医療の提供体制

の強化を図ることにより、在宅への移行を円滑に進める必要があ

る。 

アウトカム指標：慢性期病床数 

13,455 床（H27）⇒減少（H37） 

事業の内容 在宅における受入能力を向上させるため、医療介護連携を進める上

で必要となる多職種連携や職種別の研修を実施する。 
アウトプット指標 研修を実施する地域（12 医療圏） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療介護連携が進み、在宅の受入能力が高まることにより、慢性

期病床の適正化が図られ、余剰となる慢性期病床から他の機能へ

の転換等が促進される。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

80,027

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

44,262

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

22,131

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

66,393

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

13,634

備考 28 年度：48,070 千円 29 年度：18,323 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 
小児重症患者搬送連携システム整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

34,900 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 あいち小児保健医療総合センター 

事業の期間 平成 28 年 11 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 小児救急医療の機能分化を推進するためには、高度又は専門的な

小児救急医療を行う高次な医療機関と地域で小児救急患者を受入

れている病院や診療所間の連携を強化する必要がある。 

アウトカム指標：ネットワーク参加医療機関 

0 医療機関（H27）⇒5 医療機関（H28） 

事業の内容 あいち小児保健医療総合センター及び県内４大学病院の小児医

師が参加する電話会議システムを整備するとともに、受入病院へ

の搬送を担う小児専門の搬送チームを立ち上げ、これらを小児重

症患者搬送連携システムとして 365 日 24 時間一体運用する。 

アウトプット指標 小児重症患者のあいち小児保健総合医療センターへの転院搬送

件数の増加（基準年からの増加分 20％） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

電話相談システムを整備し、小児救急医療の提供体制を強化する

ことで、あいち小児保健医療総合センター等への小児重症患者の

転院搬送件数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

34,900

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

23,267

基金 国（Ａ） (千円)

23,267

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

11,633

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

34,900

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 
在宅歯科医療連携室事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

8,348 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（県歯科医師会へ委託） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる在宅患者等に対応するため、在宅療養支

援歯科医療所の充実を図っていくことが必要であるが、在宅療養

支援歯科診療所となるために必要な在宅歯科医療・口腔ケアに従

事できる歯科衛生士が不足している。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所数の増加数 
421 か所（H28.8）⇒586 か所（H35.3） 

事業の内容 在宅歯科医療を推進するため、県歯科医師会等に在宅歯科医療連

携室を設置し、在宅歯科医療希望者への歯科診療所の紹介、歯科

衛生士の派遣調整、在宅歯科医療等に関する相談を県歯科医師会

に委託して行う。 

アウトプット指標 訪問歯科診療の支援を行う歯科衛生士の派遣 130 件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅歯科医療連携室の設置等により訪問歯科診療の支援を行う

歯科衛生士の派遣が増加し、在宅歯科医療提供体制を整備するこ

とで、在宅歯科医療・口腔ケアに従事できる歯科衛生士を増やす

ことが可能となり、在宅療養支援歯科診療所数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

8,348

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

5,565

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,783

民 (千円)

5,565

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

8,348

うち受託事業等(再掲)

(千円)

5,565その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 
歯科衛生士再就業支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

9,233 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（県歯科医師会へ委託） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる在宅患者等に対応するため、在宅療養支

援歯科医療所の充実を図っていくことが必要であるが、在宅療養

支援歯科診療所となるために必要な在宅歯科医療・口腔ケアに従

事できる歯科衛生士が不足している。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所数の増加数 
421 か所（H28.8）⇒586 か所（H35.3） 

事業の内容 未就業歯科衛生士の登録による歯科衛生士登録バンク事業と再

就業を希望する歯科衛生士を対象としたカムバック研修等を行

う。 

アウトプット指標 再就業者数の増加数（6 名） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科衛生士の再就業者数を増加させることで在宅歯科医療及び

在宅口腔ケアに従事する歯科衛生士を確保し、在宅療養支援歯科

診療所数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

9,233

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

6,155

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,078

民 (千円)

6,155

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

9,233

うち受託事業等(再掲)

(千円)

6,155その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No．7（医療分）】 
認知症対策支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

1,666 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（一部、国立長寿医療研究センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後の高齢化に伴い認知症患者の増加が見込まれる中、認知症を予防す

るとともに、認知症になっても、在宅医療・介護サービスを受けながら、

住み慣れた地域で生活できるよう、在宅医療にかかる提供体制が必要。 

アウトカム指標： 

認知症初期集中支援推進事業に取組む市町村の増加 

8 市町（平成 27 年度末）→54 市町村（平成 30 年 4 月） 

事業の内容 認知症の予防や早期発見・対応等を促進し、できる限り長い間、

在宅医療・介護サービスを受けながら、住み慣れた地域で生活で

きるよう、市町村における「認知症予防」「認知症初期集中支援

チームの設置」等の取組みを支援する。 

アウトプット指標 認知症初期集中支援チーム研修会受講市町村数  
認知症初期集中支援推進事業に取組んでいないすべての市町村 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症初期集支援推進事業に取組んでいない市町村が、研修会を

受講し、チームの設置準備や実施方法を学ぶことで、認知症初期

集中支援推進事業に取組む市町村が増加する。 
 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,666

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

1,111

基金 国（Ａ） (千円)

1,111

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

555

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,666

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 
小児救急電話相談事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

41,403 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（民間企業へ委託） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の消防年報を見てみると、乳幼児の救急搬送のうち、約８割

が軽症である。小児科医が不足する休日・夜間において、不要な

受診を減らすため、保護者向けの電話相談を実施し、保護者の不

安を解消するとともに、小児科医の負担軽減を図る。 
アウトカム指標：乳幼児の軽症患者の救急搬送件数 

11,488 件（H26）⇒減少（H28） 

事業の内容 小児科医の診療していない休日・夜間等に、発病した小児の保護

者に対して電話相談を行い、保護者の不安解消や時間外における

軽症患者の病院への集中回避による小児科医等の負担軽減を図

るため、医師、看護師等による保護者を対象とした休日・夜間の

医療相談を行う。 

アウトプット指標 電話相談件数の維持・増加(H27：33,254 件) 
アウトカムとアウトプット

の関連 

365日体制で乳幼児等を持つ保護者を対象とした電話相談を実施

することにより、救急医療の必要性の可否を助言し、不要な受診

を減少させ、乳幼児の救急搬送の減少を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

41,403

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

27,602

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

13,801

民 (千円)

27,602

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

41,403

うち受託事業等(再掲)

(千円)

27,602その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 
小児集中治療室従事者研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

10,306 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

名古屋 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 重篤な小児患者に対して、専門性の高い医療従事者が確保でき

るよう、小児集中治療室にかかる研修実施の支援が必要。 

アウトカム指標：小児科医師数 

872 名（H26.12.31）⇒増加（H30.12.31） 

事業の内容 医療機関において、小児の救急・集中治療に習熟した小児科医や

看護師の数が不足している状況にあることから、専門性の高い医

療従事者の確保のための研修に要する費用に対し助成する。 

アウトプット指標 研修実施医療機関数（2 医療機関） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

研修の実施により、小児集中治療室にかかる医療従事者の確保

及び小児医療提供体制における適切な機能分担が行われ、小児科

医の負担が軽減されることで、小児科医師数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

10,306

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

3,435

基金 国（Ａ） (千円)

3,435

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,718

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,153

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

5,153

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 
帝王切開術医師支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

183,651 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 大病院は中小規模の参加医療機関が対応できる通常の帝王切

開にも対応しており、負担が大きい。その負担を軽減するため、

中小規模の産婦人科医療機関が通常の帝王切開を行う体制を整

備する必要がある。 

アウトカム指標：病院勤務産科医師数 

404 名（H26.12.31）⇒増加（H30.12.31） 

事業の内容 地域の中小産婦人科医療機関で帝王切開術を行った医師への手

当に係る経費に対し助成する。 

アウトプット指標 助成医療機関数の増加数（平成 27 年度 102 か所） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

助成医療機関数の増加により、大病院がハイリスクの帝王切開に

集中できる体制が整備され、病院勤務産科医の負担が軽減される

ことで、病院勤務産科医師数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

183,651

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

40,811

基金 国（Ａ） (千円)

40,811

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

20,406

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

61,217

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

122,434

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 
地域医療支援センター事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

397,664 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県、医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 病院の勤務医の地域的な偏在と、小児科、産科など特定の診療科

における病院勤務医不足を解消することが必要。 

アウトカム指標：医師不足による診療制限病院数割合 

22.6％（H28.6）⇒減少（H29.6）） 

事業の内容 医師不足の状況等を把握・分析するため、専任医師を配置し、医

療機関へのヒアリング調査を実施するとともに、職場を離れた女

性医師への復職支援、短時間勤務を取り入れる医療機関への助成

など、女性医師が育児をしながら働くことができる体制整備や、

若手医師等を育成する拠点づくりへの支援を行う。 
また、医師派遣を行う医療機関への助成、医師無料職業紹介窓口

を開設し、医師に病院等の紹介を行う。 

アウトプット指標 医師派遣や再就職医師のあっせん数の増加（平成２７年度実績：

２３名） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関への医師のあっせん数が増加することにより、診療制限

を行う病院数の減少を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

397,664

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

153,189

基金 国（Ａ） (千円)

172,278

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

86,139

民 (千円)

19,089

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

258,417

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

139,247

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 
地域医療確保修学資金貸付金 

【総事業費（計画期間の総額）】

222,600 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 超高齢化社会の到来に伴い増加する地域の医療ニーズを踏まえ、

地域において、従事する医師の確保が必要。 

アウトカム指標：医師不足による診療制限病院数割合 

22.6％（H28.6）⇒減少（H31.6）） 

事業の内容 県内４大学医学部の学生に対する県内の知事が指定する医療機

関等で一定期間勤務することを条件とした修学資金の貸付を行

う。 

アウトプット指標 県で配置調整可能な医師の増加（３２人） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

県で配置調整が可能となる医師が増加することで、地域医療を担

う病院の医師・医療を確保し、医師不足により何らかの診療制限

を加えている病院数の減少を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

222,600

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

148,400

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

74,200

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

222,600

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 
新人看護職員研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

176,448 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関、県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 新人看護職員の資質の向上及び早期離職防止を図るため、新人看

護職員が臨床研修を受けられる体制の構築が必要。 

アウトカム指標：愛知県における新人看護職員離職率（日本看護

協会調）7.3（H26）⇒7.0％（H28） 

事業の内容 新人看護職員に対する臨床研修実施のための経費に対し助成す

る。 

アウトプット指標 助成医療機関数（８７カ所） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

新人看護職員研修実施医療機関数を増加させることで、新人看護

職員の資質の向上及び早期離職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

176,448

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

58,816

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

29,408

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

88,224

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

88,224

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 
看護職員専門分野研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

13,650 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関、県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 医療、保健及び福祉の高度化、専門分化に対応するため、特定の

看護分野において、熟練した看護技術と知識を用いた認定看護師

の育成の促進することで、看護ケアの広がりと看護師の質の向上

を図る必要がある。 

アウトカム指標：認定看護師認定者数 

996 人（H27）⇒1,126 人（H28） 

事業の内容 特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を用いた、水

準の高い看護を実践できる認定看護師の育成を促進するために、

看護職員専門分野研修に必要な経費を助成する。 

アウトプット指標 助成機関数（２カ所） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

認定看護師教育機関へ研修経費の補助を行うことで、認定看護師

の育成を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

13,650

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

9,100

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

4,550

民 (千円)

9,100

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

13,650

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 
看護師等養成所運営助成事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

2,476,560 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 愛知県では看護師業務従事者数が不足しているため、適切な医療

サービスを供給できるように、新たに看護師になる者を多く養成

する必要がある。 

アウトカム指標：愛知県内の看護師養成施設卒業者のうち、県内

の看護師業務新規就業者の割合 

79.2％（H27）⇒80.0％（H28）  

事業の内容 看護師等養成所における専任教員の配置や実習経費など養成所

の運営に係る経費に対し助成する。 

アウトプット指標 助成養成所数（24 課程） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

厳しい財政状況の下で運営している看護師等養成所が多いため、

運営費を助成することによって看護師等養成所の養成力を充実

強化し、新規就業者を増加させる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,476,560

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

36,796

基金 国（Ａ） (千円)

278,028

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

139,013

民 (千円)

241,232

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

417,041

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

2,059,519

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 
看護職員修学資金貸付金 

【総事業費（計画期間の総額）】

19,175 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 愛知県では看護師業務従事者数が不足しているため、適切な医療

サービスを供給できるように、県内の看護師業務新規就業者を多

く確保することが必要。 

アウトカム指標：愛知県内の看護師養成施設卒業者のうち、県内

の看護師業務新規就業者の割合 

79.2％（H27）⇒80.0％（H28） 

事業の内容 看護職員希望者の進学を促進するために、県内の看護師等養成施

設に在学する看護学生及び生徒に対し「看護修学資金貸付金」を

貸与し、卒業後県内の医療機関等に従事した場合に返還を免除す

ることにより看護職員の充実を図る。 
 また、へき地医療の確保をはかるため、地域枠制度を新設し、

卒業後に東三河山間部などの、へき地医療機関への就職を希望す

る者を養成し、当該医療機関の看護師確保につなげる。 

アウトプット指標 看護職員修学資金及びへき地医療確保看護修学資金を計 200 名

以上に貸与する。 
アウトカムとアウトプット

の関連 

看護職員修学資金及びへき地医療確保看護修学資金を貸与し、免

除規定に、看護師免許取得及び愛知県の医療施設で継続勤務する

ことが設けられていることにより、修学資金貸与者の愛知県内就

業の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

19,175

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

12,783

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

6,392

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

19,175

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  



26 
 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 
病院内保育所運営助成事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

2,704,505 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 病院及び診療所に従事する職員の離職防止及び再就業の促進を

図ることが必要。 

アウトカム指標：愛知県における看護職員離職率（日本看護協会

離職率） 11.8%（H26）⇒11.0％（H28） 

事業の内容 看護職員等の離職防止及び再就業支援のため、病院の設置する保

育施設の運営経費を補助する。 

アウトプット指標 病院内保育所利用児童数（1,549 人（平成 29 年 3 月 31 日現在））

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内に設置した保育施設の安定的な運営及び利用しやすい運

営形態であることが看護職員の職場の定着につながる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,704,505

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

65,322

基金 国（Ａ） (千円)

253,871

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

126,936

民 (千円)

188,549

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

380,807

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

2,323,698

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 
病院内保育所整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

31,701 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 病院及び診療所に従事する子育てをしている看護職員等が安心

して働き続けることができ、また再就業しやすい環境の整備が必

要。 

アウトカム指標：愛知県における看護職員離職率（日本看護協会

調）11.6%（H26）⇒11.0％（H28） 

事業の内容 病院内保育所として必要な新築・増改築等に要する経費を助成す

る。 

アウトプット指標 助成事業者数（２カ所） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内保育所の新築、増改築等に要する経費の補助を行うこと

で、医療従事者の離職防止及び再就業の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

31,701

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

7,045

基金 国（Ａ） (千円)

7,045

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,522

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

10,567

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

21,134

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 
看護職員確保対策事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

3,600 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（県医師会へ委託） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 一部の病院に看護師が集中する傾向が見られることから、診療所

における看護職員の確保を図る必要がある。 

アウトカム指標：診療所従事者数（看護師：業務従事者届） 

 8,721 名（H26.12）⇒10,171 人（H30.12） 

事業の内容 県内診療所看護師の募集や診療所への就職者が多い看護師等養成

所への生徒募集事業を実施する。 

アウトプット指標 看護師等養成所生徒募集実施数（4 校） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

診療所における看護師募集を支援することにより、県内診療所の看護

職員確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

3,600

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

2,400

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,200

民 (千円)

2,400

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,600

うち受託事業等(再掲)

(千円)

2,400その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20】 
精神科医養成推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

60,000 千円

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 名古屋大学 

事業の期間 平成 28年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 精神科医療に携わる医師不足により精神科の診療制限を実施してい

る県内病院があり改善する必要がある。 

また、精神疾患と身体疾患の合併症状を有する患者を受け入れる病

院や合併症に対応できる精神科医師が不足している。 

アウトカム指標：医師不足により精神科の診療制限をしている県内病

院数（10.6%（H28.6）⇒減少（H30）） 

事業の内容 本事業は、国立大学法人名古屋大学に「精神医療学寄附講座」を設

置し、卒後医師の専門医研修プログラムとして、児童・思春期の精神

疾患患者及び身体合併症等の専門的知識・技能を養成する２年間のカ

リキュラムとして実施している。 

なお、カリキュラム修了後については、医師が不足している県内精

神科病院へ医師を派遣している。 

アウトプット指標 修了後の県内精神科医療機関への医師派遣数 各年度 5 名 
アウトカムとアウトプットの関連 本事業により実施した講座を修了した医師の派遣を行うことで、精神

科医療に携わる医師の確保を図り、精神科の診療制限をしている県内

病院の減少が可能となる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

60,000

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

40,000

基金 国（Ａ） (千円)

40,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

20,000

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

60,000

うち受託事

業等（再掲）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考 28 年度：30,000 千円 29 年度：30,000 千円 

  



30 
 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 
障害児者医療医師養成推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

60,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 名古屋大学 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 医師が不足する状態が続く中、障害児者医療に携わる医師も不足して

いる。その要因として、医学部学生や研修医が障害児者医療に接する

機会が少なく、医師としての進路選択肢になりづらいことが挙げられ

る。 

アウトカム指標：県立の障害児者医療施設（3施設）の医師充足状況 

9 名不足（H28.9）⇒改善（H30） 

事業の内容 名古屋大学に「障害児（者）医療学寄附講座」を設置し、医学部学

生及び医学部卒業後の研修医に対して障害児者医療に接する機会を提

供し、障害児者医療に携わる医師を養成する。 

○卒前教育 

医学部学生に対する研修（学部 4～6 年生への講義・臨床実習） 

看護学生に対する研修（障害児者医療学の特別講義） 

○卒後教育 

研修医に対する研修（小児科・精神科での講義） 

若手医師に対する研修（コロニー・精神科での講義） 

○社会活動・啓発 

障害児者医療学外来の開設（名大附属病院 週 2回） 

アウトプット指標 大学医師の県立障害児者医療施設への派遣数 5人 
アウトカムとアウトプットの関連 医師の派遣を行うことで、障害児者医療に携わる医師の確保を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

60,000

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

40,000

基金 国（Ａ） (千円)

40,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

20,000

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

60,000

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考 28 年度：30,000 千円 29 年度：30,000 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 
障害児者医療研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

3,800 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 障害者が地域で安心して生活できる体制整備のため、県内の障害児者

医療・療育の拠点施設である心身障害者コロニーが医療・療育関係者

等への伝達研修を行うとともに、心身障害者コロニーを中心として、

発達障害者医療及び重症心身障害児者療育に係るネットワークの構築

を行う必要がある。 

アウトカム指標：県内の障害児者医療に対応可能な事業所数 

124 事業所(H27)⇒増加（H28） 

事業の内容 ○障害児者の地域生活を支援するため、地域の医療・療育関係者に対して、

知識や治療方法等に関する研修を実施する。 
重症心身障害児（者）医療療育推進講演会、重心児者の呼吸ケア研

修、東海三県小児在宅医療研究会、重症心身障害児（者）関係施設職

員研修、障害児（者）関係施設等実践基礎研修、重心児者看護研修等

○医療的ケアが必要な在宅生活困難者等を県内の医療施設が分担協力して受

け入れる医療的連携を実現するための「重心療育ネットワーク」を構築するこ

とにより、セーフティーネットを築くとともに在宅の家族をサポートする。 
重症心身障害児療育ネットワーク構築会議 

○地域において発達障害者の早期診断及び迅速な対応が可能となるよう心

身障害者コロニーを中心とした「発達障害医療ネットワーク」を構築する。

発達障害医療ネットワーク連絡協議会 

アウトプット指標 研修事業参加者数：目標値 1188 人（平成 28 年度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

研修事業を通じて県内の医療施設関係者の教育を行うことで、障害児

者に対応する実技・知識の習得を促し、障害児者医療に対応できる関

係者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

3,800

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

2,533

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,267

民 (千円)
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計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,800

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23（医療分）】 
地域医療連携研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

557 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（県医師会へ委託） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 地域医療提供体制の充実を図るためには、医療機関間の円滑な連

携が必要。 

アウトカム指標：地域連携クリティカルパスの導入医療機関数 

617 医療機関（H27）⇒増加（H29） 

事業の内容 地域の医療機関において病床機能の分化及び地域医療連携を進

めるスタッフを養成するための研修を実施。 

アウトプット指標 研修受講者数（60 名） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療連携を進めるスタッフを養成することにより、医療機関相互

の連携の推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

557

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

371

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

186

民 (千円)

371

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

557

うち受託事業等(再掲)

(千円)

371その他（Ｃ） (千円)

備考  

 

 

  



34 
 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24（医療分）】 
救急医療人材養成支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

72,296 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成 28 年 11 月～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 第３次救急医療機関は、第２次救急医療機関の救急医不足によ

り、病院群輪番制に参加して第２次救急業務を行っており負担が

大きい。その負担を軽減するため、第１次及び第２次救急医療機

関で一定の救命救急が可能となるよう救急医療水準を向上させ

る必要がある。 

アウトカム指標：病院勤務救急科医師数 

113 名（H26.12.31）⇒増加（H30.12.31） 

事業の内容 救急救命センター等が第１次及び第２次医療機関の救急医療従

事者に対する研修等を実施するために必要な備品の購入費用に

対して助成する。 

アウトプット指標 第１次及び第２次医療機関の救急医療従事者向け研修を実施し

た医療機関数 （１４カ所） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

第１次及び第２次医療機関の救急医療従事者向けの研修を実施

し、病院勤務救急科医師の負担を軽減することで、病院勤務救急

科医師数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

72,296

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

18,362

基金 国（Ａ） (千円)

32,132

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

16,065

民 (千円)

13,770

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

48,197

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

24,099

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】 
救急医養成支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

4,395 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 11 月～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後増加が見込まれる救急患者に対して、適切な医療が提供でき

るよう、救急医療を担う人材の養成が必要。 

アウトカム指標：救急専門医の人数 

136 名（H26.12.31）⇒増加（H30.12.31） 

事業の内容 基幹型臨床研修病院において、救急医療を担う医師を積極的に育

成することができる体制を整えるため、臨床研修（初期臨床研修）

を終えた医師に対し、指導医の指導のもと救急医療を担う医師を

育成するために必要な指導医の人件費や指導医養成のための研

修経費等の費用に対し助成する。 

アウトプット指標 基幹型臨床研修病院の救急科後期研修医の人数 １８名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

救急を専攻する後期研修医を増加させることで、救急専門医の増

加を図る。  

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,395

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

977

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

488

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1465

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

2,930

備考  
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３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 
愛知県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

－千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 市町村、社会福祉法人等施設整備事業者 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：第６期愛知県高齢者健康福祉計画期間中に整備する地域密

着型特別養護老人ホームの定員総数 899 人 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム       11 か所（定員 319 人）

小規模老人保健施設            1 か所（定員 29 人）

認知症高齢者グループホーム        18 か所（定員 297 人)

小規模多機能型居宅介護事業所       16 か所（定員 377 人）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  13 か所 

認知症対応型デイサービスセンター     6 か所(定員 86 人) 

看護小規模多機能型居宅介護事業所     1 か所（定員 29 人）

介護予防拠点               1 か所 

地域包括支援センター           2 か所 

 施設内保育施設              1 か所 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支

援を行う。 

 ④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援を行う。
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アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期愛知県高齢者健康福祉計画等

において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
・地域密着型介護老人福祉施設        11 か所（定員 319 人） 

・小規模老人保健施設         1 か所（定員 29 人） 

・認知症高齢者グループホーム       18 か所（定員 297 人、年間延べ 

人員 3,564 人）

・小規模多機能型居宅介護事業所      16 か所（定員 377 人、年間延べ 

人員 4,524 人）

・定期巡回・随時対応型訪問介護事業所 13 か所 

・認知症対応型デイサービスセンター  6 か所（定員 86 人、年間延べ 

人員 31,390 回）

・看護小規模多機能型居宅介護事業所    1 か所（定員 29 人、年間延べ 

人員 348 人）

・介護予防拠点                       １か所 

・地域包括支援センター               ２か所 

・施設内保育施設                      １か所 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、第６期愛知県高齢者健

康福祉計画期間中に整備する地域密着型特別養護老人ホームの定員総数899

人を達成する。 
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（注１）総事業費、その他については、市町村において事業者を公募する等により不明のため、

記載しておりません。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 
 

 

 

  

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 
（注１） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ）

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

－(千円)

 

1,799,400

千円

899,700

千円

－(千円)

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

－(千円) 653,959

千円

326,979

千円

－(千円)

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

－(千円) 346,733

千円

173,367

千円

－(千円)

金額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

－(千円)

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
 

 

公

0

千円

基
金 

国（Ａ） 
2,800,092 千円

都道府県（Ｂ） 
1,400,046 千円 民 2,800,092

   千円

うち受託事業等

（再掲） 

－(千円)

計（Ａ＋Ｂ） 
4,200,138 千円

その他（Ｃ） 

－(千円)

備考  
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３．計画に基づき実施する事業  

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基盤整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等）

事業名 【No.1（介護分）】 
介護人材確保対策連携推進協議会費 

【総事業費】 
194 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成２８年４月 1 日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の確保については、各関係機関等がそれぞれの役割

において個別に行っているが、各主体が足並みを揃え取り組

んでいくことが求められる。 

アウトカム指標：介護従事者の増加 

事業の内容 介護従事者の確保・定着へ向けた総合的な取組みを実施す

るため、行政、介護事業者、職能団体、介護福祉士養成機関

等から構成される協議会を設置する。 

アウトプット指標 協議会の開催回数  ２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

協議会にて新規事業を立案することで、介護人材の参入促

進、資質の向上、職場環境改善を行い、介護従事者の増加を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

194
(千円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 130
(千円)

基
金 

国（Ａ） 130
(千円)

民 (千円)

都道府県

（Ｂ） 

64(千円) うち受託

事業等（再

掲） 

(千円)
計（Ａ＋Ｂ） 194(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基盤整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業

事業名 【No2（介護分）】 
介護事業所人材育成認証評価事業 

【総事業費】 

1,922 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（一般社団法人福祉評価推進事業団へ一部委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

従業員に対する優れた取組（例えば、資格取得支援など）について

は、公表される仕組みはなく、従業員に対して働きやすい場所であ

るかどうかを公表する制度が必要である。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

事業の内容 介護サービス情報公表の調査を希望する事業所を対象に申請を募

り、介護サービス情報公表制度の運営状況において一定レベルを満

たしたうえで、キャリアパス要件を満たし、職場環境の向上に取り

組んでいると認められる事業所を審査・選定し、第三者評価推進会

議で意見聴取のうえ決定した優良事業所に対して認定証を作成・交

付する。 

アウトプット指標 介護サービス情報公表の任意調査受審事業所の 1 割（100 事業所）

認証 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

人材育成の取組が優良な事業者とそうでない事業者が差別化され、

優良事業所が求人の際にアピールできる指標となり、優良事業所の

人材確保が促進されるため、介護従事者が増加する。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
1,922

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公 216
 (千円)

基金 国（Ａ） (千円)
1,281

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
641

民 1,065
(千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
1,922

うち受託事業等

（再掲）

 1,065
 (千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事

の理解促進事業 

事業名 【No.3（介護分）】 
福祉・介護人材就業・定着支援事業費 

【総事業費】 
7,916 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 団塊世代の全てが 75 歳以上となる 2025 年において、本県の介

護人材が約 2 万 4 千人不足すると見込まれており、参入促進を

進めていく必要がある。 

アウトカム指標：県内の介護従事者の増加 

事業の内容 ○福祉・介護人材参入促進事業 

 ・高校生、資格取得見込者向けの施設見学を行う。 

 ・福祉職に関心のある教育機関等を対象に就職支援出張セミ

ナーを開催する。 

 ・職場体験の機会を提供する。 

○福祉・介護人材マッチング機能強化事業 

 ・専門員が労働局と連携し、ハローワークに来所した福祉職

希望者への相談を行う。 

アウトアップ指標 ・高校生・資格取得見込者向け施設見学事業 

 高校生・資格取得見込者向けの施設見学の実施（１５施設）

・就職支援出張セミナー事業 

 教育機関、福祉関係養成校等への講師の派遣（５回） 

・職場体験提供事業 

職場体験の実施（４０事業所以上での受入れ） 

・福祉・介護人材マッチング機能強化事業（巡回相談事業） 

 ハローワーク、大学等相談（３６回）、ヤングジョブあいち相

談（１２回） 

 

アウトカムとアウトプット

指標の関連 

施設見学、セミナー、職場体験により介護及び介護職への理解

を深め、介護従事者の増加を図る。 
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事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

7,916 (千
円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基
金 

国（Ａ） 5,278(千
円)

民 5,278(千
円)

 

都道府県（Ｂ） 2,638(千
円)

うち受託事業

等（再掲） 

5,278
(千円)計（Ａ＋Ｂ） 7,916(千

円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

  （小項目）介護分野での就労未経験者の就労定着促進事業

事業名 【No.4（介護分）】 
元気な高齢者の活用による介護人材確保対策

事業費 

【総事業費】 
7,118 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託) 

事業の期間 平成２８年４月 1 日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

団塊世代の全てが 75 歳以上となる 2025 年において、本県の

介護人材が約 2 万 4 千人不足すると見込まれており、参入促

進を進めていく必要がある。 
アウトカム指標：県内の介護従事者の増加 

事業の内容 福祉人材センターに配置した介護分野に造詣の深い職員が、

介護以外の分野の定年退職者の再就職について熱心な企業

や業界団体と折衝の上、当該企業が実施する定年退職予定者

向けセミナー等の場に出向き、介護業務や介護周辺業務を退

職後の仕事の一つとして関心を持ってもらうよう働きかけ

る。 

アウトプット指標 セミナー等への出張回数８回及び受講者数８００人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

定年退職予定者向けセミナー等の場において、介護業務や介

護周辺業務を退職後の仕事の一つとして関心を持ってもら

うよう働きかけることで、介護従事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

7,118(千
円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基
金 

国（Ａ） 4,746(千
円)

民 4,746(
千円)

都道府県（Ｂ） 2,372(千
円)

うち受託

事業等（再

掲） 

4,746
(千円)

計（Ａ＋Ｂ） 7,118(千
円)

その他（Ｃ） (千円)  

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じた

マッチング機能強化事業 

事業名 【No.5（介護分）】 
福祉・介護の仕事総合展開催費 

【総事業費】 
21,730 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

団塊世代の全てが 75 歳以上となる 2025 年において、本県の

介護人材が約 2 万 4 千人不足すると見込まれており、参入促

進を進めていく必要がある。 

アウトカム指標：県内の介護従事者の増加 

事業の内容 介護職種の求人施設と求職者に、効率的な求職・求人活動の

機会を提供するため、合同面接会を開催する。 

アウトプット指標 合同面接会の開催（3 回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職種の求人施設と求職者に、効率的な求職・求人活動の

機会を提供するため、合同面接会を開催することで、介護従

事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

21,730(千
円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)
 

基
金 

国（Ａ） 14,487(千
円)

民 14,487
(千円)

都道府県（Ｂ） 7,243(千
円)

うち受託

事業等（再

掲） 

14,487
(千円)

計（Ａ＋Ｂ） 21,730(千
円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じ

たマッチング機能強化事業 

事業名 【No.6（介護分）】 
介護人材巡回マッチング強化事業費 

【総事業費】 
9,650 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 団塊世代の全てが 75 歳以上となる 2025 年において、本県

の介護人材が約 2 万 4 千人不足すると見込まれており、参

入促進を進めていく必要がある。 

アウトカム指標：県内の介護従事者の増加 

事業の内容 県内の複数地域に配置されたキャリア支援専門員が、県内

の福祉・介護事業所等を巡回し、経営者や人事担当者と面

接・相談を通じて、求職者と求人施設を繋ぐことにより、

介護人材の確保及び定着を促進する。 

アウトプット指標 就職人数 １００人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内の複数地域に配置されたキャリア支援専門員が、県内

の福祉・介護事業所等を巡回し、経営者や人事担当者と面

接・相談を通じて、求職者と求人施設を繋ぐことにより、

介護従事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

9,650(千
円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基
金 

国（Ａ） 6,434(千
円)

民 6,434(千
円)

都道府県

（Ｂ） 

3,216(千
円)

うち受託事業等

（再掲） 

6,434
(千円)

計（Ａ＋Ｂ） 9,650(千
円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕

事の理解促進事業 

事業名 【No.7（介護分）】 
介護の普及啓発事業費補助金 

【総事業費】 
47,800 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 市町村、介護福祉士養成施設、社会福祉法人、ＮＰＯ等 

事業の期間 平成２８年４月 1 日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護の仕事について、一面的なマイナスイメージが生じてお

り、人材の参入の阻害要因となっているので、イメージ改善

を進め、参入促進を図る。 

アウトカム指標：介護従事者の増加 

事業の内容 市町村、介護福祉士養成施設、社会福祉法人、ＮＰＯ等が実

施する、介護や介護の仕事の理解促進・普及啓発のためのセ

ミナー、講演会、イベント等の事業実施に要する経費を補助

する。 

アウトプット指標 セミナー、講演会等の開催（２４団体） 

就職フェア等のイベントの開催（７回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域住民へのセミナーやイベントにより介護サービス事業

への理解を深め、介護サービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

47,800(千
円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 13,145(
千円)

基
金 

国（Ａ） 23,900(千
円)

民 10,755(
千円)

都道府県

（Ｂ） 

11,950(千
円)

うち受託

事業等（再

掲） 

(千円)
計（Ａ＋Ｂ） 35,850(千

円)
その他（Ｃ） 11,950(千

円)
備考  

  



48 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代対象とし

た介護の職場体験事業 

事業名 【No.8（介護分）】 

民間社会福祉施設運営費補助金 

【総事業費】 

4,872 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 民間社会福祉施設 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢人口増加に伴う介護人材不足の解消 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加 

事業の内容 民間社会福祉施設運営費補助金の福祉事業ポイント補助にお

けるポイント項目である「福祉人材の育成への取組」及び「社

会福祉実習の受け入れ」を行う高齢者施設（養護老人ホーム・

軽費老人ホーム）について、ポイント制により補助する。 

アウトプット指標 民間社会福祉施設による社会福祉実習の受入れ及び福祉人材

の育成への取組み ９施設 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

民間社会福祉施設が実習受け入れ等に協力することで、将来

の介護人材の育成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,872
基金充当額

（国費）

における

公民の別

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

3,248
都道府県

（Ｂ） 

(千円)

1,624
民 (千円)

3,248
計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,872
うち受託事

業等（再掲）

(千円その他（Ｃ） (千円)

備考  

 
  



49 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促

進事業 
事業名 【No.9（介護分）】 

介護体験発表会開催費 

【総事業費】 

712 千円

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（認知症の人と家族の会愛知県支部へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症高齢者を介護する家族に対しては、認知症知識や介護技術だけ

でなく、精神面も含めた支援が必要。 

アウトカム指標：地域住民等に対する介護や介護の仕事の理解促進。

事業の内容 家族介護者への理解を深めるために、地域住民・専門職等に対し介護

体験発表会を開催する。 

アウトプット指標 体験発表会受講者数 500 人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

家族介護者の介護体験発表会を受講することで、家族介護者の実情を

知り介護に関する理解を深めることができる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
712

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

 

  基金 国（Ａ） (千円)
474

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
238

民 (千円)
474

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
712

うち受託事業等（再掲）

(千円)

474その他（Ｃ） (千円)

備考  

 
  



50 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促

進事業 
事業名 【NO.10（介護分）】 

認知症支援ボランティア養成事業費 
【総事業費】 

8,039 千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（国立長寿医療研究センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症高齢者が増加していく中で、認知症の理解を深めるための取り

組みとして、新オレンジプランにおいて、地域でサポーターとして見

守っていくことが求められている。 

アウトカム指標：認知症への理解を深めていくための認知症ボランテ

ィア数の増加。  

事業の内容 認知症サポーターなどボランティア意欲のある住民が、地域のボラ

ンティアリーダーとして実践可能な支援を把握するための現地実習

を含めた研修を実施する。 

その結果をもとに、各地域で認知症の人と家族への支援マニュアルと

なる報告書を作成し、市町村や地域包括支援センター等へ配布する。

アウトプット指標 研修参加者の所属（居住）市町村数  

アウトカムとアウト

プットの関連 

県全域対象の全体研修、5 地区（名古屋、尾張、知多、西三河、東三

河）にて、認知症支援の実践に向けた研修を開催し、どの市町村にお

いても認知症の人を実際に支援する住民が増えることを図る。 

事業に要する費用の

額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
8,039

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)
5,359

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
2,680

民  (千円)
5,359

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
8,039

うち受託事業等

（再掲）

(千円)

5,359
その他（Ｃ） (千円)

備考  

 
  



51 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【No.11（介護分）】 

「あいち介護サービス大賞」開催費 

【総事業費】 

1,330 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（一般社団法人福祉評価推進事業団と共催） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護サービスの必要性の増大 

アウトカム指標：介護職員の増加 

事業の内容 介護サービス事業所から先進的な取組事例を公募し、事務局にお

いて入賞事例として選定する。その入賞事例を会場で発表、来場

者による投票により「あいち介護サービス大賞」を決定、表彰す

る。 

アウトプット指標 応募事例 20 事例 

アウトカムとアウトプット

の関連 

先進的な介護の取組を見ることで、介護の仕事の理解が促進さ

れ、介護職への従事希望者の増加が見込まれる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,330
基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

443
基金 国（Ａ） (千円)

443
都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

222
民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

665
うち受託事業等

（再掲）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

665
備考  

  



52 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修支援事業 

事業名 【No.12（介護分）】 
たん吸引等指導者養成事業費 

【総事業費】 

1,129 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 愛知県 

事業の期間 平成２８年４月 1 日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

都道府県レベルで喀痰吸引等の研修指導を行う指導者（医

師、看護師等）を養成するための「喀痰吸引等指導者講習事

業」を行うこととされた。 

アウトカム指標：喀痰吸引等登録研修機関の増加 

事業の内容 介護職員に対する喀痰吸引等研修を行う指導者（医師・看護

師等）を養成するための講習を開催する。 

アウトプット指標 講習受講人数（４００人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

喀痰吸引等の研修指導を行う指導者を養成することにより、

喀痰吸引等登録研修機関の増加を推し進める。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,129(千

円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 753(千円)

基金

国（Ａ） 753(千
円)

民  (千円)

都道府県

（Ｂ） 

376(千
円)

うち受託事業

等（再掲） 

 (千円)
計（Ａ＋Ｂ） 1,129(千

円)
その他（Ｃ） (千円)

備考  

  



53 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業 

事業名 【No.13（介護分）】 
介護人材資質向上事業費補助金 

【総事業費】 

73,056 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 市町村、介護人材養成関係団体 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護を必要とする高齢者が増加する中、多様化する介護ニー

ズに対応し、質の高い介護サービスの提供。 

アウトカム指標：介護従事者の質の向上・増加 

事業の内容 介護にかかわる関係団体（市町村、介護人材の養成に関係す

る団体、介護事業所）が行う、介護従事者の資質向上を目的

とした事業の実施に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 研修等の実施 ３６９件 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護人材の確保・定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

73,056
(千円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 23,778
(千円)

基金 国（Ａ） 36,528
(千円)

都道府県 

（Ｂ） 

18,264
(千円)

民 12,750
(千円)

計（Ａ＋Ｂ） 54,792
(千円)

うち受託事

業等（再掲）

(千円)

その他（Ｃ） 18,264
(千円)

備考  

 
  



54 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業 

事業名 【No.14（介護分）】 
研修受講支援事業費補助金 

【総事業費】 

95,108 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護事業所 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

団塊の世代が全員 75 歳以上の後期高齢者になる 2025 年度に

は、本県の介護人材が約 2 万 4 千人不足すると推計されてお

り、介護人材の定着とスキルアップに向けた環境の構築が必

要である。 

アウトカム指標：介護事業所における介護サービスの向上に

つながる資格の取得者の増加 

事業の内容 介護事業所の介護従事者が、技術等の向上を図る資格を取得

するために必要な講習（喀痰吸引等研修、介護キャリア段位

におけるアセッサー講習）の受講料を補助する。 

アウトプット指標 受講者数（喀痰吸引等研修） ６６２人 

受講者数（アセッサー講習） １９１人 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

介護現場に従事する者が研修（喀痰吸引研修、アセッサー講

習）を受講する際に必要な経費を補助することで、介護職員

の資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

95,108
(千円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基

金 

国（Ａ） 32,340
(千円)

都道府県 

（Ｂ） 

16,169
(千円)

民 32,340
(千円)

計（Ａ＋Ｂ） 48,509
(千円)

うち受託事

業等（再掲）

(千円)その他（Ｃ） 46,599
(千円)

備考  

 
  



55 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業 

事業名 【No.15（介護分）】 
キャリアパス対応生涯研修事業費補助金 

【総事業費】 

8,988 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

人材の確保、定着を図るための給与・処遇体系の環境整備 

アウトカム指標：介護従事者の質の向上・増加 

事業の内容 介護事業所の職員に専門職としてのキャリアビジョンを描か

せ、それを実現するための努力目標を定め、達成するために

必要な内容を学ぶ基礎研修である「キャリアパス研修」を実

施するための経費を補助する。 

アウトプット指標 研修受講者数 ６８０人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護事業者が職員を育成する能力を高め、事業者が主体的に

職員を育成する体制を構築でき、継続して人材の育成を図れ

る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

8,988
(千円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基金 国（Ａ） 2,526
(千円)

都道府県 

（Ｂ） 

1,262
 (千円)

民 2,526
(千円)

計（Ａ＋Ｂ） 3,788
(千円)

うち受託事

業等（再掲）

(千円)その他（Ｃ） 5,200
(千円)

備考  

 
  



56 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）研修代替要員の確保支援 

 （小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.16（介護分）】 
介護福祉士資格取得支援補助金 

【総事業費】 
26,580 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 介護事業所 

事業の期間 平成２８年４月 1 日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護事業所における介護サービスの向上につながる資格の取得

を支援することにより、介護職員の資質の向上を図る。 

アウトカム指標：介護事業所における介護サービスの向上につ

ながる資格の取得者の増加 

事業の内容 介護現場に従事する者が研修（実務者研修、喀痰吸引研修、初

任者研修等）を受講する際に必要な代替職員の雇用に要する経

費を補助する。 

アウトプット指標 研修派遣人数（１３９人） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

介護現場に従事する者が研修（実務者研修、喀痰吸引研修、初

任者研修等）を受講する際に必要な代替職員の雇用に要する経

費を補助することで、介護職員の資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費（Ａ＋

Ｂ＋Ｃ） 

26,580
(千円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基
金 

国（Ａ） 8,860
(千円)

民 8,860
(千円)

都道府県

（Ｂ） 

4,430
(千円)

うち受託事業

等（再掲） 

(千円)計（Ａ＋

Ｂ） 

13,290
(千円)

その他（Ｃ） 13,290
(千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資

質向上事業 

事業名 【No.17（介護分）】 
地域支え合い推進事業 

【総事業費】 

948 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

市町村において生活支援の担い手やサービスの開発等を行う

生活支援コーディネーターを配置し、高齢者の社会参加及び

生活支援の充実を図る。 

アウトカム指標：生活支援コーディネーターの増加 

事業の内容 平成 27 年度から市町村において順次、配置が進められている

生活支援コーディネーターについて、国が実施する指導者養

成研修へ講師候補者を派遣するとともに、県において養成及

び資質向上のための研修を実施する。 

アウトプット指標 生活支援コーディネーター養成研修受講者 140 名 

生活支援コーディネーターフォローアップ研修受講者 100

名 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

生活支援コーディネーターに関する研修を実施し、市町村に

おけるコーディネーターの配置を進める。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

948
(千円)

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 632 (千
円)

基金 国（Ａ） 632
(千円)

都道府県 

（Ｂ） 

316
(千円)

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） 948
(千円)

うち受託事

業等（再掲）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【No.18（介護分）】 
地域包括支援センター機能強化推進事業費 

【総事業費】 

2,297 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 愛知県（公益財団法人愛知県健康づくり振興事業団へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：地域包括支援センターの機能強化を図る。 

事業の内容 地域包括支援センターの機能を強化するため、地域包括支援セン

ター職員等を対象に、資質向上のための研修を実施する。（地域

包括支援センター職員研修、高齢者虐待対応職員研修等） 

アウトプット指標 研修受講者数 ８８０名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域包括支援センター職員等に対し、基礎的な業務や高齢者虐待

などの研修を実施し、地域包括支援センターの機能強化を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
2,297

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)
1,531

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
766

民 (千円)
1,531

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
2,297

うち受託事業等

（再掲）

(千円)

1,531
その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 
（中項目）キャリアアップ研修の支援 
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業 

事業名 【No.19（介護分）】 
認知症相談員資質向上研修事業費 

【総事業費】 

750 千円

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（認知症の人と家族の会愛知県支部へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

家族介護者等といった相談者の状況に応じた的確なアドバイスが相

談員には必要。 

アウトカム指標：認知症の相談員に従事する相談員の資質を向上し、

介護支援専門員の家族者介護者支援についての理解を深める。 

事業の内容 ・認知症の相談事業に従事する相談員の資質向上のための研修を行

う。 
・県内における介護支援専門員を対象に、家族支援に対する資質向上

のためのセミナーを開催する。 

アウトプット指標 ・研修受講者 延べ 300 人 
・セミナー受講者  300 人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修の受講によって認知症の人への支援についての知識を得て、相談

技術を磨くことができるとともに、セミナーに参加することで家族介

護者支援についての理解を深めることができる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
750

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

 

基金 国（Ａ） (千円)
500

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
250

民 (千円)

500
計（Ａ＋Ｂ） (千円)

750
うち受託事業等（再掲）

(千円)

500その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.20（介護分）】 
認知症初期集中支援チーム員研修事業費 

【総事業費】 

1,320 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（長寿医療研究センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる認知症患者に対して、早期に認知症の鑑

別診断が行われ、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期

の対応体制が構築されるよう、平成 30 年度までに「認知症初期

集中支援推進事業」をすべての市町村で実施する。 

アウトカム指標：「認知症初期集中支援推進事業」の実施  

平成 30 年度までに全市町村（54 市町村） 

事業の内容 「認知症初期集中支援推進事業」を実施する、認知症の人やその

家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」のチーム員を

養成するための研修を行う。 

アウトプット指標 認知症初期集中支援チーム員研修受講者数    ３３人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

チーム員を養成することにより、各市町村における「認知症初期

集中支援推進事業」の実施を促進する。 

 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
1,320

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)
880

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
440

民 (千円)
880

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
1,320

うち受託事業等

（再掲）

(千円)

880
その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.21（介護分）】 
認知症地域支援推進員研修事業費 

【総事業費】 

2,394 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（認知症介護研究・研修東京センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる認知症患者に対して、医療・介護及び生

活支援を行うサービスが供給できるよう、医療・介護等の有機的

なネットワークの形成を強化するため、平成 30 年度までに「認

知症地域支援・ケア向上事業」をすべての市町村で実施する。 

アウトカム指標：「認知症地域支援・ケア向上事業」の実施 

平成 30 年度全市町村（54 市町村） 

事業の内容 「認知症地域支援･ケア向上事業」において、医療・介護等の有

機的な連携の推進の役割を担う認知症地域支援推進員を養成す

るための研修及び情報共有・資質向上のための会議を開催する。

アウトプット指標 認知症地域支援推進員受講者数    ６０名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

推進員を養成することにより、各市町村における「認知症地域支

援・ケア向上事業」の実施を促進する。 

 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
2,394

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)
1,596

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
798

民  (千円)
1,596

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
2,394

うち受託事業等

（再掲）

 (千円)

1,596
その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.22（介護分）】 
認知症介護基礎研修事業費 

【総事業費】 

5,704 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（名古屋市を除く） 

事業の実施主体 愛知県（県内法人へ委託） 

事業の期間 平成２８年９月～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：認知症ケアに携わる介護職員の増加。 

事業の内容 認知症ケアに関する最低限の知識や技術、考え方等を習得できる

よう、介護保険施設・事業所等に従事する介護職員等を対象とし

た基礎的な研修を行う 

アウトプット指標 受講者数 ５００名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症ケアに携わる介護職員が増加することで、認知症高齢者に

対する介護サービスの充実が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
5,704

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)
3,802

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
1,902

民 (千円)
3,802

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
5,704

うち受託事業等

（再掲）

(千円)

3,802
その他（Ｃ） (千円)

備考  

 
  



63 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.23（介護分）】 
認知症介護者等養成研修事業費 

【総事業費】 

1,178 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（認知症介護研究・研修大府センター等へ委託） 

名古屋市（認知症介護研究・研修大府センター等へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：認知症対応型サービス事業の代表者や管理者等

に対し、認知症ケアに関する知識等を修得するための研修を実施

することで、認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図る。

事業の内容 介護サービス事業所の管理者等に対して、認知症ケアに必要な知

識や技術などを習得させるための研修を行う。 

政令指定都市が同研修事業を実施した場合に補助する。 

アウトプット指標 認知症対応型サービス事業管理者研修受講者数 ４００名 
認知症対応型サービス事業開設者研修受講者数  ６０名 
小規模多機能型サービス等担当者研修受講者数  ８０名 
認知症介護指導者フォローアップ研修受講者数   ２名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

適切なサービスの提供に関する知識等を習得させるための研修

を実施することにより、認知症介護技術の向上を図り、認知症介

護の専門職員を養成し、もって認知症高齢者に対する介護サービ

スの充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
1,178

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)
688

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
344

民 (千円)
688

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
1,032

うち受託事業等

（再掲）

(千円)

688
その他（Ｃ） (千円)

146
備考  

  



64 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.24（介護分）】 
高齢者権利擁護人材養成事業費 

【総事業費】 

14,012 千円

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（企画競争により事業者へ委託）、市町村 

（権利擁護人材養成研修実施市町村 ３市町村） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者等の支援を行う権利擁護人材の確保が必要。 

アウトカム指標：権利擁護人材の増加。 

事業の内容 ・認知症高齢者等の支援を行う権利擁護人材の必要性の普及啓発を

行う。 
・市町村が行う権利擁護人材の養成研修及び資質向上のための支援

体制の整備に必要な経費について補助する。 

アウトプット指標 セミナー参加者数（３００名）、補助市町村数（3 市町村） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

権利擁護人材の必要性の普及啓発や市町村の権利擁護人材の養成研

修等の経費を助成することで、人材養成や資質向上のための支援体

制の整備や権利擁護人材の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
14,012

基金充当額 

（国費）

における

公民の別

公  (千円)

 6,035

基金 国（Ａ） (千円)
7,341

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
3,671

民 (千円)
1,306

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
11,012

うち受託事業等（再掲）

(千円)

1,306その他（Ｃ） (千円)
3,000

備考  

 
  



65 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.25（介護分）】 
認知症地域医療支援事業費 

【総事業費】 

12,972 千円

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 愛知県（国立長寿医療研究センター及び愛知県医師会等へ委託） 
名古屋市(国立長寿医療研究センター及び愛知県医師会等へ委託) 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症の人が地域社会の中でなじみの暮らしや関係が継続できるよ

うに支援していくことが必要とされている。 

アウトカム指標：認知症の発症初期から医療と介護が一体となった認

知症の人への支援体制の構築・充実・強化を図る。 

事業の内容 ・認知症サポート医養成研修事業 
 認知症患者の診療に習熟し、かかりつけ医への助言支援等、専門医

療機関等との連携の推進役となる認知症サポート医養成のための

研修を行う。 
・かかりつけ医認知症対応力向上研修事業及び認知症サポート医フォ

ローアップ研修事業 
 かかりつけ医等に対して適切な認知症診断の知識・技術等を習得さ

せるための研修を行う。 
・医療従事者の認知症対応力向上研修及び認知症対応病院個別指導病

院勤務の医師、看護師などの医療従事者に対して必要基本知識や認

知症ケアの原則の知識についての修得する研修を行う。 
・歯科医師及び薬剤師の認知症対応力向上研修事業 
 歯科医師及び薬剤師などに対して認知症の基礎知識と慰労と介護

の連携の重要性を習得するための研修を行う。 
・政令指定都市が同研修事業を実施した場合に補助する。 

アウトプット指標 サポート医の養成：愛知県 6 名、名古屋市 4 名 計 10 名 

かかりつけ医の養成：愛知県 250 名、名古屋市 220 名 計 470 名 

サポート医フォローアップ研修受講者数：愛知県 50 名、名古屋市 33 名 計 83 名

医療従事者の研修：愛知県 600 名、名古屋市 400 名 

歯科医師の研修：600 名 

薬剤師の研修：600 名 
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アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業の研修を受講することで、医療従事者が認知症についての理解

を深めることができ、認知症の人への支援体制の構築・充実・強化を

図ることができる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
12,972

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

 

  基金 国（Ａ） (千円)
7,982

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
3,992

民 (千円)
7,982

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
11,974

うち受託事業等（再掲）

(千円)

7,982その他（Ｃ） (千円)
998

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な介護人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修支援事業 

事業名 【No.26（介護分）】 
サービス提供責任者研修事業費 

【総事業費】 

969 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（一般社団法人愛知県介護福祉士会へ委託） 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

利用者の重度化を遅らせるなどの質の高い訪問介護サービスを

提供するための能力を身につけたサービス提供責任者が必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加  

事業の内容 サービス提供責任者を対象に、地域包括ケアシステム構築ととも

に地域の社会資源の調査や活用に係るスキルの視点を踏まえた

利用者についてのアセスメント、訪問介護計画の作成、事業所内

の他の訪問介護員への指導や調整に必要な知識及び技術を学ぶ

ための研修を行う。 

アウトプット指標 研修受講者数  100 名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

質の高い職員が養成され、介護職の従事者が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

969
基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

646
都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

323
民 (千円)

646
計（Ａ＋Ｂ） (千円)

969
うち受託事業等

（再掲）

(千円)

646
その他（Ｃ） (千円)

0
備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【No.27（介護分）】 
介護老人保健施設職員資質向上研修事業 

【総事業費】 

1,200 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（一般社団法人愛知県老人保健施設協会へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護老人保健施設がもつ在宅復帰機能を更に充実・強化するため、

施設と地域の橋渡しができる介護老人保健施設職員が必要である。

アウトカム指標：介護職員の増加 

事業の内容 地域包括ケアシステムにおける介護老人保健施設の役割である在

宅復帰機能を充実・強化し、在宅復帰者の施設から在宅復帰への調

整の幅を広げるため、施設と地域の橋渡しができる人材を育成す

る。 

アウトプット指標 ２回開催 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域包括ケアに対する知見の高い職員が養成され、介護職の従事者

が増加する。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,200
基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

800
都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

400
民 800 

(千円)
計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,200
うち受託事業等

（再掲）

800 
 (千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 
（小項目）介護予防の推進に資するＯＴ、ＰＴ、ＳＴ指導者育成事

業 
事業名 【No.28（介護分）】 

地域リハビリテーション専門職育成事業費 
【総事業費】 

3,500 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（公益社団法人愛知県理学療法士会へ委託 協力：愛知県作業療

法士会、愛知県言語聴覚士会） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の各市町村は、地域の実情に応じた介護予防の取り組みを機能

強化するため、通所・訪問サービスや、地域ケア会議、サービス担

当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職の

関与を求めており、地域リハビリテーションに対応できる専門職員

の養成が必要である。 

アウトカム指標：県内全市町村（54 か所）にて、地域リハビリにつ

いて相談できるリハビリ専門職担当者を確保できる。 

事業の内容 在宅高齢者の生活能力及び生活環境の改善を図り、各地における介護

予防を推進するため、主に心身機能の回復リハビリを職務としている

専門職に対し、高齢者の生活行為の回復を目的とした研修を行う。 

アウトプット指標 研修を受講したリハビリテーション専門職の所属（居住）する市町村の数

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

研修開催にて地域リハビリテーションに対応できる専門職員を養成する

ことで、各市町村におけるリハビリ専門職担当者の確保を容易にする。

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
3,500

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)
2,333

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
1,167

民 (千円)

2,333
計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,500
うち受託事業等

（再掲）

(千円)

2,333
その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な介護人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修支援事業 

事業名 【No.29（介護分）】 
介護支援専門員等資質向上事業費 

【総事業費】 

1,399 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（一部事業を愛知県居宅介護支援事業者連絡協議会へ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護支援専門員の資質向上を図り、業務を円滑に推進できる体制

の整備が必要。 

アウトカム指標：介護支援専門員の増加 

事業の内容 ・毎週２回相談窓口の開設 

介護支援専門員が活動する上で発生する悩みや処遇困難事例

に関すること及び新たに地域包括ケアシステム構築のためのア

セスメント内容等に対応できる相談体制を充実し、介護支援専門

員の資質向上を地域全体で図っていく体制を整備する。 

・年２回会議の開催 

介護支援専門員の健全な育成を図り、その活動を支援するため

の具体的な方策を総合的に協議する愛知県介護支援専門員支援

会議を設置する。 

アウトプット指標 毎週２回（火曜、木曜の午後）相談窓口を開設 
年２回会議を開催 

アウトカムとアウトプット

の関連 

質の高い介護支援専門員が養成され、介護支援専門員の業務に従

事する者が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
1,399

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

160

基金 国（Ａ） (千円)
932

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
467

民 (千円)
772

計（Ａ＋Ｂ） (千円)
1,399

うち受託事業等

（再掲）

(千円)

772
その他（Ｃ） (千円)

0
備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事

業 

事業名 【No.30（介護分）】 
専門員によるフォローアップ支援事業 

【総事業費】 
3,443 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月 1 日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護現場では、他産業に比べて高い離職率となっており、

人材が定着する職場の構築を図る必要がある。 

アウトカム指標：福祉・介護現場での離職率低下 

事業の内容 福祉人材センター事業等を通して就職した人を対象に、実際に

本事業の専門員が就職先に行き、必要に応じて相談業務を行

い、また、経営・管理者等を対象に、施設のニーズに合わせて、

職場環境を改善する指導を行う。 

アウトプット指標 フォローアップ専門員の施設等訪問（１００回） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

福祉人材センター事業等を通して就職した人を対象に、実際に

本事業の専門員が就職先に行き、必要に応じて相談業務を行

い、また、経営・管理者等を対象に、施設のニーズに合わせて、

職場環境を改善する指導を行うことで、人材が定着する職場の

構築を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費（Ａ＋

Ｂ＋Ｃ） 

3,443(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)
 

基
金 

国（Ａ） 2,296(千円) 民 2,296
(千円)

都道府県

（Ｂ） 

1,147(千円) うち受託事業

等（再掲） 

2,296(千
円)

計（Ａ＋Ｂ） 3,443(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進

事業 

事業名 【No.31（介護分）】 
職場環境改善啓発事業費 

【総事業費】 
3,318 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護現場では、他産業に比べて高い離職率となってお

り、人材が定着する職場の構築を図る必要がある。 

アウトカム指標：福祉・介護現場での離職率低下 

事業の内容 介護事業所の管理者等に対して、労働法規（賃金、労働時間、

労働環境等）の基本的な理解を促すための研修を行う。 

アウトプット指標 研修の開催（６回） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

介護事業所の管理者等に対して、労働法規（賃金、労働時間、

労働環境等）の基本的な理解を促すための研修を行うことで

人材が定着する職場の構築を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,318(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基
金 

国（Ａ） 2,212(千円) 民 2,212
(千円)

都道府県

（Ｂ） 

1,106(千円) うち受託事

業等（再掲）

2,212
(千円)

計（Ａ＋Ｂ） 3,318(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進

事業 

事業名 【No.32（介護分）】 
法律相談等支援事業費補助金 

【総事業費】 
5,697 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２８年４月 1 日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 

団塊の世代が全員 75 歳以上の後期高齢者になる 2025 年度に

は、本県の介護人材が約 2 万 4 千人不足すると推計されてお

り、介護人材の確保と定着を図る必要があり、介護事業所が

専門家に相談支援をうけることで、職場環境を整え、人材の

定着を図る。 

事業の内容 介護事業所に対して、法律・財務・労務の専門家による電話

又は来所等での個別相談及び施設訪問による相談・指導を実

施するために必要な経費を補助する。 

アウトプット指標 相談件数（２００件） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

介護事業所の管理者等に対して、労働法規（賃金、労働時間、

労働環境等）の基本的な理解を促すための研修を行うことで、

人材が定着する職場の構築を図る 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

5,697(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基
金 

国（Ａ） 3,798(千円) 民  (千円)
3,798

都道府県

（Ｂ） 

1,899(千円) うち受託事

業等（再掲）

(千円)計（Ａ＋Ｂ） 5,697(千円)
その他（Ｃ） (千円)

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）環境・処遇の改善 
（中項目）子育て支援 
（小項目）介護従事者の子育て支援のための施設内保育 

所運営費支援事業 
事業名 【No.33（介護分）】 

介護施設内保育所運営費補助金 

【総事業費】 

169,393 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護事業者 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：介護職員の増加  

事業の内容 介護施設内保育施設の運営費に対する助成。 

アウトプット指標 補助施設数 ７１施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設内保育所の運営費を助成し、介護サービス従事者の育児

による離職の防止及び出産後の再就業の促進をすることで、介護

サービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)
169,393

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)
112,928

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)
56,465

民 (千円)

112,928
計（Ａ＋Ｂ） (千円)

169,393
うち受託事業等

（再掲）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考  

 
 
  


